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はじめに

　

　 東京国際空港再拡張事業（以下「事業」という。）に係る環境監視に関しては、「東京国際空港

再拡張事業に係る環境影響評価書（以下「評価書」という。）」において、「本事業の実施におい

ては、環境保全措置を確実に実施するとともに、新設滑走路及び飛行場施設の工事中、存在・

供用時において適切な環境監視を実施し、環境の状況の把握と環境の保全に努める。」また、

「関係自治体及び学識経験者等の意見を聴きつつ、事業の実施段階に応じた調査方法、調査

地点、調査頻度、調査期間等の環境監視内容を具体的に定めた環境監視計画を策定する」と

記載されている。

　 よって、先に策定した工事中の環境監視計画の内容等を踏まえ、「東京国際空港再拡張事業

に係る環境監視計画（存在・供用時）」をとりまとめた。

はじめに

　東京国際空港再拡張事業（以下「事業」という。）に係る環境監視に関しては、「東京国際空港

再拡張事業に係る環境影響評価書」において、「本事業の実施においては、環境保全措置を確

実に実施するとともに、新設滑走路及び飛行場施設の工事中、存在・供用時において適切な環

境監視を実施し、環境の状況の把握と環境の保全に努める。」また、「関係自治体及び学識経験

者等の意見を聴きつつ、事業の実施段階に応じた調査方法、調査地点、調査頻度、調査期間等

の環境監視内容を具体的に定めた環境監視計画を策定する」と記載されている。

　環境監視計画については、工事中及び存在・供用時の双方が対象となるが、工事中と存在・

供用時においては環境監視項目が異なるため、別々に環境監視計画を策定することとし、「東京

国際空港再拡張事業に係る環境監視計画　工事中」をとりまとめた。

　本書は工事中の環境監視計画であるが、第１章「環境監視についての基本的な考え方」及び

第２章「事業概要」については、工事中のみならず存在・供用時においても同様の概念であるた

め、存在・供用時まで含めた内容としている。一方、第３章「環境監視計画」については、工事中

に実施するものを記述している。



第１章　環境監視についての基本的考え方 第１章　環境監視についての基本的考え方

１－１ 　環境監視の目的 １－１ 　環境監視の目的

１－２ 　環境監視の位置づけ １－２ 　環境監視の位置づけ

１－３　 環境監視の基本方針 １－３　 環境監視の基本方針

第２章  事業概要 第２章  事業概要

２－１ 　事業の目的 ２－１ 　事業の名称及び種類

２－２　 事業の内容 ２－２　 事業の目的

２－３　 工事の概要 ２－３　 事業の内容

２－４　 施設（新設滑走路）の構造

２－５　 航空輸送需要等の想定

２－６　 運航方式及び飛行経路等

第３章　環境監視計画 第３章　環境監視計画

３－１ 　環境監視の項目・地域・期間 ３－１ 　環境監視の項目・地域・期間

３－２ 　調査の考え方 ３－２ 　調査の考え方

３－３ 　調査の概要 ３－３ 　調査の概要

３－４　 評価と対策 ３－４　 評価・解析と対策

第４章　事後調査計画

４－１　 事後調査の項目・地域・期間

４－２　 調査の考え方

４－３　 調査の概要

４－４　 評価・解析と対策
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第１章　環境監視についての基本的考え方 第１章　環境監視についての基本的考え方

１－１ 環境監視の目的 １－１ 環境監視の目的

１－２ 環境監視の位置づけ １－２ 環境監視の位置づけ

１－３ 環境監視の基本方針

（１） 環境監視の基本方針

（２） 環境監視の項目等 （２）  環境監視の項目等

（３） 環境監視の実施手順 （３） 環境監視の実施手順

   本事業の環境監視の実施手順は、次のとおりとする。

① 環境監視計画の策定 ① 環境監視計画の策定

② 調査の実施 ② 調査の実施

    環境監視項目について、調査を実施し、環境の状況の把握を行う。    環境監視項目について、調査を実施し、環境の状況の把握を行う。

③ データ収集・整理 ③ データ収集・整理

    調査データについて、収集し、適切な整理を行う。    調査データについて、収集し、適切な整理を行う。

④ 環境監視結果の評価 ④ 環境監視結果の評価

    整理されたデータを基に、環境の状況及び事業の影響について評価する。    整理されたデータを基に、環境の状況及び事業の影響について評価する。

   本事業の供用にあたっては、環境の保全に十分に配慮していくため、事業者の責任において環

境監視を実施するものである。

   環境監視の実施にあたっては、関係自治体等が実施する調査との連携にも留意し、関係自治

体及び学識経験者等の意見を聴きつつ、行うこととする。

   また、環境監視計画及び環境監視結果については、東京都環境影響評価条例に規定されて

いる事後調査手続きに準拠して実施する。

存　在　・　供　用　時（案）工　　事　　中

　 環境監視は、東京国際空港再拡張事業の実施に伴う環境の状況を把握し、環境管理目標等に照

らして、環境保全上の問題の有無を評価するとともに、必要に応じて適切な対策を講じるなど環境の

保全に努めることを目的とする。

   環境監視は、東京国際空港再拡張事業の供用に伴う環境の状況を把握し、環境管理目標等に

照らして、環境保全上の問題の有無を評価するとともに、必要に応じて適切な対策を講じる等、環

境の保全に努めることを目的とする。

    本事業の実施に伴う環境監視の実施手順は、次のとおりとする。

   環境監視については、環境影響評価における環境影響評価項目を踏まえ、工事中と存在・供用

時の二段階に区分し、実施することとする。

   期間は、原則として、工事中については工事完了まで、存在・供用時についてはそれぞれの監視

項目の特性及び発生負荷の状況に応じて適切な時期までとする。

    関係自治体及び学識経験者等の意見を聴きつつ、事業の実施段階に応じた調査項目、調査

地点、調査頻度、調査期間等の環境監視内容を具体的に定めた環境監視計画を策定する。

   関係自治体及び学識経験者等の意見を聴きつつ、事業の供用に応じた調査項目、調査地

点、調査頻度、調査期間等の内容を具体的に定めた環境監視計画を策定する。

   環境監視については、環境影響評価における環境影響評価項目を踏まえ、各調査項目の特

性及び発生負荷の状況に応じて適切な時期まで実施する。

（１） 環境監視の基本方針

    環境監視の実施にあたっては、関係自治体等が実施する調査との連携にも留意し、関係自治

体及び学識経験者等の意見を聴きつつ、行うこととする。

    また、環境監視計画及び環境監視結果については、東京都環境影響評価条例に規定されてい

る事後調査手続に準拠して手続を実施する。

１－３ 環境監視の基本方針

　 本事業の実施にあたっては、環境の保全に十分に配慮していくため、事業者の責任において環境

監視を実施するものである。
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⑤ 対策の検討・実施 ⑤ 対策の検討・実施

⑥ 環境監視計画の見直し ⑥ 環境監視計画の見直し

    環境監視結果を踏まえ、適宜、環境監視計画の見直しを行う。    環境監視結果を踏まえ、適宜、環境監視計画の見直しを行う。

⑦ 環境監視結果の公表 ⑦ 環境監視結果の公表

    環境監視結果については、事業者のホームページにおいて迅速な公表を行うとともに、環境

監視に係る調査報告書やリーフレット等を作成するなど、一般にわかりやすい方法で公表する。

　　また、適宜、関係自治体へ報告を行う。

   評価結果に基づき、事業による環境への影響が明らかな場合、適切な対策を検討し、実施
する。
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   環境監視結果については、事業者のホームページにおいて迅速に公表するとともに、環境監

視に係る調査報告書やリーフレット等を作成するなど、一般にわかりやすい方法で公表する。

   また、適宜、関係自治体への報告を行う。

図1-3-1　　環境監視の実施手順

    評価結果に基づき、事業による環境への影響が明らかな場合、適切な対策を検討し、実施す
る。

図1-3-1　　環境監視の実施手順

工　　事　　中 存　在　・　供　用　時（案）
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第２章　事業概要 第２章　事業概要

２－１　事業の名称及び種類

　名称　　　： 東京国際空港再拡張事業

　種類　　　： ①滑走路の新設を伴う飛行場及びその施設の変更

②公有水面の埋立て

２－２　事業の目的

２－３　事業の内容

図2-1-2　　東京国際空港再拡張の意義

   東京国際空港（羽田空港）は平成17年10月1日現在、国内48の空港と結ばれ、1日約405便が就航

している。平成16年度実績として航空旅客利用者のおよそ64％にあたる約6，163万人が利用する国

内航空輸送ネットワークの要であり、今後さらに国内航空需要の増大が見込まれる中、既にその能

力の限界に達している。

   本事業は、新たに4本目の滑走路等を整備し、年間の発着能力（6時台から22時台の定期便枠）を

現在の29.6万回から40.7万回に増強して、発着容量の制約の解消、多様な路線網の形成、多頻度化

による利用者利便の向上を図るとともに、将来の国内航空需要に対応した発着枠を確保しつつ国際

定期便の受入を可能とするものである。

２－１　事業の目的

貨物ターミナル

供用開始

工　　事　　中

新設滑走路の長さ

項　　目
位置

存　在　・　供　用　時（案）

平成22年10月21日

　発着容量の制約の解消、多様な路線網の形成、多頻度化による利用者利便の向上を図るととも

に、将来の国内航空需要に対応した発着枠を確保しつつ国際定期便の受入を可能とするため、新た

に4本目の滑走路等を整備し、処理能力の増大を図る。

表2-3-1　　事業の概要

東京都大田区羽田空港及び地先公有水面

埋立面積

旅客ターミナルビル（供給処理
施設棟含む）

地上6層7階建

2,500m

　東京国際空港再拡張事業にて、Ｄ滑走路及び国際線地区旅客ターミナルビル、貨物ターミナル、

エプロン等の整備を実施した。

  事業の概要を表2-3-1に、事業の概要図を図2-3-1に示す。

約97ha
地上5階建
固定スポット数10スポット、オープンスポット数10ス
ポット

上屋3棟
駐車場

管制塔

5

1棟

図2-1-1　　東京国際空港の発着回数

内　　　　容

発着容量が１.４倍増加 

《１１．１万回／年（１５２便／日相当）増加》 

〔再拡張後〕 

４０便／時間 

４０.７万回／年 

《５５７便/日(１，１１４回)に相当》 

〔平成17年10月1日現在〕 

３０便／時間 

２９．６万回／年 

《４０５便/日(８１０回)に相当》 

１.発着容量の制約解消 

２.多様な路線網の形成・多頻度化による利用者

利便の向上 

３.航空市場における真の競争を行わせるため

の環境整備 

４.都市の国際競争力強化（都市再生） 

５.地域交流の促進・地域経済の活性化 



２－２　事業の内容

　東京国際空港再拡張事業は、新設滑走路等の整備を行う「滑走路整備事業」及び国際線地区旅客

ターミナルビル、貨物ターミナル、エプロン等の整備を行う「国際線地区整備事業」を実施するもので

ある。

　事業の概要を表2-2-1に、事業の概要図を図2-2-1に示す。

2,500m

表2-2-1　　事業の概要

東京都大田区羽田空港及び地先公有水面

項　　　　　目 内　　　　　　容

位置

図2-3-1　　事業の概要図

6

埋立面積

工　　事　　中 存　在　・　供　用　時（案）

新設する滑走路の長さ

約97ha

平成18年度～平成21年度

図2-2-1　　事業の概要図

工事期間

 



２－３　工事の概要 ２－４　施設（新設滑走路）の構造

① 新設滑走路の構造 

図 2-4-2　　埋立部の構造

図 2-4-1　　埋立部、桟橋部及び連絡誘導路部の配置

Ａ-Ａ断面

　 新設する滑走路は、埋立・桟橋組合せ構造であり、埋立・桟橋組合せ構造は、多摩川の河川流

の通水性を確保するために、桟橋構造を組み合わせたものである。

   埋立部、桟橋部及び連絡誘道路部の配置を図2-4-1に示す。

存　在　・　供　用　時（案）

(埋立部の構造）

   捨石式傾斜堤護岸は、必要に応じて堤体を消波ブロックで被覆し、消波機能を持たせるとともに

耐波性を向上させた構造である。
Ａ-Ａ断面
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(埋立部の構造）

   捨石式傾斜堤護岸は、必要に応じて堤体を消波ブロックで被覆し、消波機能を持たせるとともに

耐波性を向上させた構造としている。

図2-3-2　　埋立部の構造

　 新設する滑走路は、埋立・桟橋組合せ構造とする。

   埋立・桟橋組合せ構造は、関西国際空港、中部国際空港等我が国の海上空港の建設に数多く

用いられた実績のある埋立構造に、多摩川の河川流の通水性を確保するために、桟橋構造を組

み合わせたものである。

   埋立部、桟橋部及び連絡誘道路部の配置を図2-3-1に示す。

図2-3-1　　埋立部、桟橋部及び連絡誘導路部の配置

工　　事　　中

（１） 新設滑走路等工事の概要
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（桟橋部の構造）

     多摩川の河積障害とならないような構造としている。

Ｂ-Ｂ断面

図2-3-3　　桟橋部の構造

図2-3-4　　連絡誘導路の構造

（連絡誘導路部の構造）

     東京湾と多摩川の通水性、船舶の動線を考慮した桟橋構造と橋梁構造としている。

8

存　在　・　供　用　時（案）

（桟橋部の構造）

     多摩川の河積障害とならないような構造である。

Ｂ-Ｂ断面

図 2-4-3　　桟橋部構造

（連絡誘導路部の構造）

     東京湾と多摩川の通水性、船舶の動線を考慮した桟橋構造と橋梁構造である。

図 2-4-4　　連絡誘導路の構造

Ｃ-Ｃ断面Ｃ-Ｃ断面

工　　事　　中
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②　新設滑走路の施工方法

　　埋立部、桟橋部及び連絡誘道路部の施工方法を図2-3-5～図2-3-7に示す。

（埋立部の施工方法）
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存　在　・　供　用　時（案）

削　　除

工　　事　　中

（護岸（捨石式傾斜堤護岸）の施工手順） 

護岸及び埋立の安定上必要な部分につ

いては、地盤改良を行う。基礎捨石の投入

後、上部コンクリートを打設し、被覆ブロ

ックや消波ブロック等を据え付ける。 

施工手順を図2-3-5に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-3-5  護岸（捨石式傾斜堤護岸）の施工手順 

（埋立の施工手順） 

埋立の工事は、水質保全のため、土砂等

を運搬する土運船が出入りするための開

口部を除き、護岸を概成させた後に行う。 

施工手順を図2-3-6に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-3-6  埋立の施工手順 

 

 

 

 

 

① 地盤改良 

② 基礎捨石投入 

③ 床堀工 

④ 置換工 

⑤ 被覆石投入 

⑥ 護岸完成 

 

 

① 地盤改良 

② 中仕切り堤工 

③ 直投 

④ 管中混合 

⑤ 揚土 

⑥ 埋立完了 



（桟橋部及び連絡誘導路の施工手順）

存　在　・　供　用　時（案）

削　　除

工　　事　　中

   工場製作された鋼製ジャケットを現地に運搬し、先行打設された鋼管杭に据え付ける。

   施工手順を図2-3-7にに示す。

図2-3-7　　桟橋部及び連絡誘導路の施工手順
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 ①　基礎杭打設

②　ジャケット据付

③　上部工

④　桟橋部完成



① 誘導路等について

    連絡誘導路設置に伴い現空港側では、既存施設の移設、誘導路等の整備を行う。

② 国際線地区について

③ その他

工　　事　　中

11

存　在　・　供　用　時（案）

削　　除

図2-3-8　　東京港第一航路浚渫区域

（２） その他工事の概要

    国際線地区では旅客ターミナルビル、貨物ターミナル、駐車場（2,300台）、エプロン、誘導路等の

整備を行う。

   滑走路の新設に伴い、管制塔を新たに1棟建設する。

   また、船舶航行の安全性を確保するため、現在の東京港第一航路の位置を変更する必要が生じ

ることから、航路の移設に必要な浚渫を行う。

   東京港第一航路の浚渫区域を図2-3-8に示す。



    工事工程を表2-3-1示す。

※）工事工程に関しては、今後変更の可能性あり。

誘導路等 削　　除

　エプロン等工事

　　エプロン工事

　　滑走路舗装工事

国際線地区

　ターミナルビル等工事

　　貨物ターミナル工事

　　駐車場工事
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表2-3-1　　工事工程（案）

１年次 ２年次 ３年次 ４年次

存　在　・　供　用　時（案）

　　埋立工事

　　連絡誘導路工事

新設滑走路

　　護岸工事

　　桟橋工事

その他

　管制塔工事

　　旅客ターミナルビル工事

　　既存施設移設工事

（３） 工事工程

工　　事　　中

　　誘導路工事

　東京港第一航路浚渫

工種

　　誘導路等工事



２－５  航空輸送需要等の想定

　　航空旅客数、貨物取扱量及び離発着回数の輸送需要の想定は表 2-5-1に示すとおりである。

２－６  運航方式及び飛行経路等

  風向による出発・到着方向の割合は以下のとおりである。

（２）  運航方式

  着陸時の運航方式及び進入方式の割合は以下のとおりである。

精密進入方式によりＢ、Ｄ滑走路に進入 3%

23:00～5時台

北風 ＲＮＡＶ／ＩＬＳ進入方式によりＣ滑走路に進入 60%

南風
ＲＮＡＶ／ＬＤＡ進入方式によりＤ滑走路に進入

40%
ＲＮＡＶ／ＩＬＳ進入方式によりＤ滑走路に進入

進入方式 比率

06:00～22時台

北風
視認進入方式によりＡ、Ｃ滑走路に進入 25%

精密進入方式によりＡ、Ｃ滑走路に進入 35%

南風
ＬＤＡ進入方式によりＢ、Ｄ滑走路に進入

時間帯

(万人/年)

国内航空旅客

(定期便)

工　　事　　中

（万t/年）

存　在　・　供　用　時（案）

離着陸回数

(万人/年)

南風

運用比率

40%

8,700

風向

（１）  運用比率

700

北風

40.7万回／年

60%

注 ： 離着陸回数は、利便時間帯(６時台～２２時台）の定期便の回数である。

国際航空貨物国際航空旅客

50

風向

表 2-5-1　　航空輸送需要

37%
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（３）  飛行経路

図 2-6-1　　新設滑走路供用後の飛行経路
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存　在　・　供　用　時（案）

新設滑走路供用後の航空機の標準的な飛行経路は図 2-6-1及び図2-6-2のとおりである。

なお、飛行経路図に示した便数は、現況の方面別運用比率によった。

　※ 飛行経路は、一定高度以上は分散するため、平均的なものを図示した。

　※ 図示した飛行経路は、レーダー誘導による標準的な飛行の範囲と流れを示すイメージで

　　　あり、固定されたルートではない。

　※ 図示した便数は、容量限界時の1日の平均的な運用での1時間あたりの便数を示したもので

　　　あり、試算値である。

　※ １時間あたりの便数、使用する滑走路は、気象状況、時間帯、交通量に応じて変化する。

　※ 図示した飛行高度は、進入開始高度まで降下する際に想定される通過高度であり、維持す

　　　べき高度を示すものではない。

　※ 特に安全上必要な場合には、図示した飛行経路以外の経路を飛行することがある。

　※ 現況の23時から5時台の方面別の便数については、1日の総便数が少なく不定期便（チャー

　　　ター機）に応じて日による変化があることから1時間当たりの便数は示していない。

工　　事　　中

 

  

 北風好天時における飛行経路 

（6 時から 22 時台） 
 南風好天時における飛行経路 

（6 時から 22 時台） 



工　　事　　中
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存　在　・　供　用　時（案）

図 2-6-2　　新設滑走路供用後の飛行経路

 北風好天時以外における飛行経路 

（6 時から 22 時台） 
 南風悪天時における飛行経路 

（6 時から 22 時台） 

 北風時における飛行経路 

（23 時から 5 時台） 
 南風時における飛行経路 

（23 時から 5 時台） 



第３章　環境監視計画 第３章　環境監視計画

３－１ 環境監視の項目、地域、期間 ３－１ 環境監視の項目、地域、期間

（１） 環境監視項目

（２） 環境監視の地域

　　環境監視の地域については、当該事業の影響が及ぶと考えられる範囲を基本とする。 　 環境監視の地域については、当該事業の影響が及ぶと考えられる範囲を基本とする。

（３） 環境監視の期間 （３） 環境監視の期間

　　環境監視の期間は、原則として工事完了までとする。

３－２ 調査の考え方 ３－２ 調査の考え方

（１） 調査項目

（２） 調査地点

（３） 調査頻度

（４） 調査の方法

（１） 調査項目

（２） 調査地点

（２） 環境監視の地域
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   調査頻度については、調査項目の季節変動等の特性、既往の監視事例を参考に予測される環

境負荷の発生状況及び環境影響評価における予測時期等を考慮して設定する。

   調査の方法は、計測の確実性や迅速性を考慮して設定するとともに、各種法令やJIS等に規定さ

れているものについては、これらに準拠したものとする。

   環境監視項目は、「大気質」、「騒音」、「低周波音」、「流況」、「水質」、「底質」、「海岸地形」、

「動物（水生、陸生）」、「植物（水生、陸生）」、「生態系」、「景観」、「人と自然との触れ合いの活動

の場」、「廃棄物等」、「温室効果ガス等」の14項目とする。

   環境監視の期間は、原則として、各調査項目の特性及び発生負荷の状況に応じて適切な時期
までとする。

（１） 環境監視項目

工　　事　　中

   調査項目の選定にあたっては、工事の内容から想定される発生源の状況並びに予測評価の結

果を踏まえ、周辺環境の状況を的確に把握するために必要な項目とする。さらに、これらを解析す

る上で必要となる項目についても選定する。

   また、存在・供用時において実施する調査を見据え、供用前から継続的な調査を実施する項目

についても選定する。

　　環境監視項目は、「大気質」、「騒音」、「振動」、「悪臭」、「流況」、「水質」、「底質」、「海岸地

形」、「動物（水生、陸生）」、「植物（水生、陸生）」、「生態系」、「人と自然との触れ合いの活動の

場」、「廃棄物等」、「温室効果ガス等」の14項目とする。

   調査項目の選定にあたっては、飛行場施設の存在・供用時、航空機の運航時において想定さ

れる発生源の状況並びに予測評価の結果を踏まえ、周辺環境の状況を的確に把握するために

必要な項目とする。 さらに、これらを解析する上で必要となる項目についても選定する。

（３） 調査頻度

（４） 調査の方法

   調査地点の設定については、地域の環境特性及び予測評価の結果を踏まえ、影響の程度が的

確に把握できるよう配慮し設定する。

   調査地点の設定については、地域の環境特性及び予測評価の結果を踏まえ、影響の程度が

的確に把握できるよう配慮し設定する。

存　在　・　供　用　時（案）

   調査頻度については、調査項目の季節変動等の特性、既往の監視事例を参考に予測される

環境負荷の発生状況及び環境影響評価における予測時期等を考慮して設定する。

  調査の方法は、計測の確実性や迅速性を考慮して設定するとともに、各種法令やJIS等に規定

されているものについては、これらに準拠したものとする。



３－３  調査の概要 ３－３  調査の概要
　　調査の概要は表3-3-1に示すとおりである。 　　調査の概要は表3-3-1に示す。

調査項目 調査地点 調査頻度 備考 調査項目 調査地点 調査頻度 備考
濃度 3地点

①大田区東糀谷
（一般環境大気測定局）
②川崎区（旧）大師健康ブラン
チ
（一般環境大気測定局）
③羽田五丁目30番

地点①②は連続測定
地点③は年4回（四季を基本と
し、工事の影響が大きくなる時
期に実施）各回7日間連続測
定

濃度 ①窒素酸化物、浮遊粒子状物
質は予測地域内の一般環境
大気測定局
②光化学オキシダントは広領
域（拡散・反応）内の一般環境
大気測定局

《予測条件項目》
風向、風速

東京航空地方気象台 連続測定 《予測条件項目》
気象の状況

広領域（拡散・反応）内の気象
官署

《予測条件項目》
建設機械等の稼働台数

事業実施区域 施工期間中毎日 《予測条件項目》
空港関連発生源の状況(大気
汚染物質の排出量)

事業実施区域

環境保全措置の実施状況 － 年4回(四季を基本とする) 環境保全措置の実施状況 － 必要に応じて実施

濃度 濃度 供用開始時、空港の運用状況
の変化時及び航空機の運航
による影響が最も大きくなる時
期（予測時期）の1年
年4回、各回7日間連続測定
（四季を基本とする）

《予測条件項目》
交通量（工事用車両、一般車
両）

濃度

《予測条件項目》
交通量

《予測条件項目》
気象（風向・風速）

2地点
①大田区東糀谷
②大田区京浜島
  (以上、一般環境大気測定
局)

供用開始時、空港の運用状況
の変化時及び航空機の運航
による影響が最も大きくなる時
期（予測時期）の1年

《予測条件項目》
気象（日射量、放射収支量）

事業実施区域内1地点
 （東京航空地方気象台）

供用開始時、空港の運用状況
の変化時及び航空機の運航
による影響が最も大きくなる時
期（予測時期）の1年

環境保全措置の実施状況 － 年4回(四季を基本とする) 環境保全措置の実施状況 － 必要に応じて実施

騒音レベル 2地点
①浮島町12番
②羽田五丁目30番

年4回（四季を基本とし、工事
の影響が大きくなる時期に実
施）各回1日間連続測定

－ － －

《予測条件項目》
建設機械等の稼働台数

事業実施区域 施工期間中毎日 － － －

環境保全措置の実施状況 － 年4回(四季を基本とする) － － －

騒音レベル 騒音レベル

《予測条件項目》
交通量（工事用車両、一般車
両）

1地点
羽田小学校前（弁天橋通り）

存在・供用時におい
ても継続する。

環境保全措置の実施状況 － 年4回(四季を基本とする) 環境保全措置の実施状況 － 必要に応じて実施

－ － － 加重等価平均感覚騒音レベル
（WECPNL）

国土交通省の固定監視局（8
点）

航空機の運航による影響が最
も大きくなる時期（予測時期）
まで毎年計測

－ － － 《予測条件項目》
機材別運航時間帯別離着陸
回数

－ 供用開始時、空港の運用状況
の変化時及び航空機の運航
による影響が最も大きくなる時
期（予測時期）の1年

－ － － 環境保全措置の実施状況 － 必要に応じて実施
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大気質
（一般環境大気質）

・窒素酸化物（二酸化窒
　素、一酸化窒素）
・浮遊粒子状物質
・二酸化硫黄

大気質
（道路沿道大気質）
・窒素酸化物（二酸化窒
　素、一酸化窒素）
・浮遊粒子状物質

騒音
（建設作業騒音）

1地点
羽田三丁目3番（弁天橋通り）

2地点
①羽田五丁目3番
（環状八号線）
②東海三丁目1番（国道357
号・首都高速湾岸線）

存在・供用時におい
ても継続する。

年4回（四季を基本とし、工事
の影響が大きくなる時期に実
施）各回7日間連続測定

《予測条件項目》
交通量（一般車両）

存　在　・　供　用　時　（案）

環境監視項目

大気質（一般環境大気
質）
・窒素酸化物（二酸化窒
素）
・浮遊粒子状物質
・光化学オキシダント

3地点
①羽田五丁目3番
  （環状8号線）
②東海三丁目1番
  （国道357号・首都高速湾岸
線）
③羽田三丁目3番
　（弁天橋通り）

供用開始時、空港の運用状況
の変化時及び航空機の運航
による影響が最も大きくなる時
期（予測時期）の1年

3地点
①羽田五丁目3番
  （環状8号線）
②東海三丁目1番
  （国道357号・首都高速湾岸
線）
③羽田三丁目3番
　（弁天橋通り）

《予測条件項目》
交通量（一般車両）

環境監視項目

供用時及び航空機の運航によ
る影響が最も大きくなる時期
（予測時期）に年4回、各回平
日、休日の各1日（四季を基本
とする）

騒音
（道路交通騒音）

騒音
（道路交通騒音）

－ 騒音（航空機騒音）

表 3-3-1　　環境監視調査の概要

供用開始時、空港の運用状況
の変化時及び航空機の運航
による影響が最も大きくなる時
期（予測時期）の1年
年4回、各回平日、休日の各1
日（四季を基本とする）

大気質（道路沿道大気質）
・窒素酸化物（二酸化窒素）
・浮遊粒子状物質

－

工　　事　　中

2地点
①羽田五丁目3番
（環状八号線）
②東海三丁目1番（国道357
号・首都高速湾岸線）

年4回（四季を基本とし、工事
の影響が大きくなる時期に実
施）各回1日間連続測定



調査項目 調査地点 調査頻度 備考 調査項目 調査地点 調査頻度 備考
－ － － ①航空機飛行時の低周波音

②エンジンランナップ時の低周
波音

①20地点(測点1～20)
②2地点（測点A～B）

供用開始時、空港の運用状況
の変化時及び航空機の運航
による影響が最も大きくなる時
期（予測時期）及び時間帯と
し、1日とする。

－ － － 《予測条件項目》
機材別運航状況、エンジンラン
ナップ実施状況

－ 予測に必要な時期

－ － － 環境保全措置の実施状況 － 必要に応じて実施

振動レベル － － －

《予測条件項目》
交通量（工事用車両、一般車
両）

－ － －

環境保全措置の実施状況 － 年4回(四季を基本とする) － － －

環境保全措置の実施状況 － 年4回(四季を基本とする) － － －

特定悪臭物質濃度、臭気濃度 1地点：浮島町公園（浮島つり
園含む）

－ － －

《予測条件項目》
特定悪臭物質濃度、臭気濃度
風向、風速

1地点：浚渫実施場所で採取
東京航空地方気象台（風向、
風速）

－ － －

環境保全措置の実施状況 － 悪臭の発生が考えられる工事
実施期間中に適宜実施

－ － －

流向・流速 ①1地点：工事水域周辺
②4地点：工事水域周辺

①工事中定点連続観測
②30昼夜連続観測、
   年2回（夏季、冬季に実施す
る）

存在・供用時におい
ても継続する。

流向・流速 羽田周辺海域5地点 ・30昼夜連続観測
・年2回（夏季、冬季に実施す
る）

－ － － － 環境保全措置の実施状況 － 供用後適切な時期に必要に応
じて実施

水温、塩分、透明度、濁度、SS
（換算）、pH、DO、クロロフィル
a
＜現地調査（機器観測）＞

施工中毎日1回
（工事を実施している日の定時
に実施する）

－ － －

SS、VSS
＜室内分析（採水）＞

SSは施工中週1回
VSSは年４回
（四季を基本とする）

－ － －

水色、赤潮・青潮状況、底曳網
操業状況、大型船舶航行状
況、気象・海象等、油膜等
＜現地調査（目視観察）＞

水質調査点周辺 施工中毎日1回
（工事を実施している日の定時
に実施する）

－ － －

環境保全措置の実施状況 － 濁りの発生する工事期間中に
適宜実施

－ － －

水温、塩分、透明度、pH、濁
度、DO、クロロフィルa
＜現地調査（機器観測）＞

①1地点：工事水域周辺
【調査層】
・表層：海面下0.5m
・中層：海面下5m
・底層：海底上1m
②事業実施区域周辺16点
【調査層】
・表層より1m間隔で海底上1m
まで

①工事中定点連続観測
②年4回（四季を基本とする）

存在・供用時におい
ても継続する。

水温、塩分、透明度、pH、濁
度、DO、クロロフィルa
＜現地調査（機器観測）＞

①新設滑走路直近1地点
②羽田周辺海域16地点
【調査層】
・表層より1m間隔で海底上1m
まで

①定点連続観測
　　　　　（pH、透明度を除く）
②年4回(四季に実施する)
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流況

評価点：6点
BG監視点：6点
出水時BG補助監視点3点
【調査層】
・表層：海面下0.5m
・中層：海面下5m
・底層：海底上1m

－

－

低周波音

存　在　・　供　用　時　（案）

－

－

水質（工事の実施に伴い発生
する土砂による濁り）

施工中1回
（悪臭に影響があると考えられ
る工事の最盛期に実施する）

2地点
①羽田五丁目3番
（環状八号線）
②東海三丁目1番（国道357
号・首都高速湾岸線）

流況

大気質
（一般環境大気質）
（道路沿道大気質）
・粉じん等

悪臭

環境監視項目

水質

工　　事　　中

水質

振動
（道路交通振動）

年4回（四季を基本とし、工事
の影響が大きくなる時期に実
施）各回1日間連続測定

環境監視項目

－



調査項目 調査地点 調査頻度 備考 調査項目 調査地点 調査頻度 備考
水色、赤潮・青潮状況、底曳網
操業状況、大型船舶航行状
況、気象・海象、油膜等
＜現地調査（目視観察）＞

水質調査点（16地点）の周辺
海域

年4回
（四季を基本とする

水色、赤潮・青潮状況、底曳網
操業状況、大型船舶航行状
況、気象・海象、油膜等
＜現地調査（目視観察）＞

水質調査点（16地点）の周辺
海域

年4回（四季に実施する）

塩分、SS、VSS、ｐH、DO、
COD、n-ヘキサン抽出物質、
栄養塩類(T-N、T-P)、クロロ
フィルa
＜室内分析（採水）＞

事業実施区域周辺16点
【調査層】
・表層(海面下0.5m)
・中層(海面下5m)
・底層（海底上1m）

年4回
（四季を基本とする）

塩分、SS、VSS、ｐH、DO、
COD、n-ヘキサン抽出物質、
栄養塩類(T-N、T-P)、クロロ
フィルa
＜室内分析（採水）＞

羽田周辺海域16地点
【調査層】
・表層(海面下0.5m)
・中層(海面下5m)
・底層（海底上1m）

年4回（四季に実施する）

－ － － COD、栄養塩類(T-N、T-P)
＜既存資料＞

環境基準点（公共用水域） 四季の観測結果を収集整理

健康項目（23項目）
＜室内分析（採水）＞

事業実施区域周辺4点
【調査層】
・表層(海面下0.5m)
・中層(海面下5m)
・底層（海底上1m）

年1回
（夏季に実施する）

健康項目（27項目）
＜室内分析（採水）＞

羽田周辺海域3地点
【調査層】
・表層(海面下0.5m)
・中層(海面下5m)
・底層（海底上1m）

年1回（夏季に実施する） ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類を含む。
なお、ﾌｯ素、ﾎｳ素に
ついては河川内1地
点のみで実施。

－ － － － 環境保全措置の実施状況 － 供用後の適切な時期に必要に
応じて実施

底質（土砂の堆積厚） 環境保全措置の実施状況 濁りの発生する工事期間中に
適宜実施

濁りの発生する工事期間中に
適宜実施

－ － －

泥の外観、泥色、泥温、臭気、
外観、混入物の有無
＜現地調査（目視観察）＞

泥の外観、泥色、泥温、臭気、
外観、混入物の有無
＜現地調査（目視観察）＞

粒度組成、COD、強熱減量、
全硫化物、T-N、T-P
＜室内分析（採泥）＞

粒度組成、COD、強熱減量、
全硫化物、T-N、T-P
＜室内分析（採泥）＞

－ － － － 環境保全措置の実施状況 － 供用後の適切な時期に必要に
応じて実施

水深 底質の事業実施区域周辺27
点と同じ場所

年4回（四季に実施する） 存在・供用時におい
ても継続する。

水深 羽田周辺海域25地点（底質調
査地点に同じ）

年4回（四季に実施する）

－ － － 環境保全措置の実施状況 － 供用後の適切な時期に必要に
応じて実施

水生動物
・動物プランクトン

種別個体数、湿重量 ・事業実施海域周辺9点
【調査層】
・表層：海面下0～3m
・中層：海面下3～6m
・底層：海面下6m～海底上1m
（水深が浅い地点は適宜設定
する）

年4回(四季を基本とする) 水生動物
･動物プランクトン

種別個体数、湿重量 羽田周辺海域7地点
【調査層】
・表層：海面下0～3m
・中層：海面下3～6m
・底層：海面下6m～海底上1m
(水深が浅い地点は適宜設定
する)

年4回（四季に実施する）

水生動物
・底生生物

種別個体数、湿重量 ・事業実施海域周辺27点 年4回(四季を基本とする) 水生動物
･底生生物

種別個体数、湿重量 羽田周辺海域25地点 年4回(四季に実施する)

水生動物
・魚卵・稚仔魚

種別個体数 ・事業実施海域周辺9点
【調査層】
・表層：海面下0～3m
・中層：海面下3～6m

年8回
(遡上期：3月～6月の各月、降
海期：11月から2月の各月）

水生動物
･魚卵、稚仔魚

種別個体数 羽田周辺海域7地点
【調査層】
・表層：海面下0～3m
・中層：海面下3～6m

年8回
（遡上期:3～6月の各月、
 降海期：11～2月の各月）

水生動物
・魚介類

種別個体数 ・事業実施海域周辺
 底曳網：3点、刺網：3点
 投網：2地点

年4回(四季を基本とする) 水生動物
･魚介類

種別個体数 羽田周辺海域8地点
　・底曳網：3地点
　・刺網：3地点
　・投網：2地点

年4回(四季に実施する)

水生動物
・付着動物

種別個体数、湿重量 ・事業実施海域周辺2点 年4回(四季を基本とする) 水生動物
･付着動物

種別個体数、湿重量 羽田周辺海域1地点 年4回(四季に実施する)
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存在・供用時におい
ても継続する。

海岸地形

底質

動物 動物

環境監視項目

底質

水質

事業実施区域周辺27点
・表層泥

年4回（四季に実施する）羽田周辺海域25地点
・表層泥

年4回
（四季に実施する）

存　在　・　供　用　時　（案）

環境監視項目

－

水質

海岸地形

存在・供用時におい
ても継続する。

工　　事　　中



調査項目 調査地点 調査頻度 備考 調査項目 調査地点 調査頻度 備考
陸生動物
・鳥類

生息種、個体数、行動特性、
移動状況等

・定点観察5点 年4回(四季を基本とする) 陸生動物
･鳥類

生息種、個体数、行動特性、
移動状況等

羽田周辺5地点 ・年4回(春の渡り、繁殖期、
　　秋の渡り、越冬期を基本
　　とする)
・24時間観測

－ － － － 羽田空港及び周辺地域での航
空機と鳥類との衝突状況等

①羽田空港内及び航空機の
   進入・上昇経路上（航空機
   と鳥類の衝突高度）
②羽田空港内（航空機と衝突
   する鳥類の種と個体数）

供用開始時、空港の運用状況
の変化時及び航空機の運航
による影響が最も大きくなる時
期（予測時期）の1年（既往調
査の収集整理を基本とする）

－ 濁りの発生する工事期間中に
適宜実施

－ 供用後の適切な時期に必要に
応じて実施

水生植物
・植物プランクトン

種別個体数、湿重量 ・事業実施海域周辺9点
【調査層】
・表層：海面下0.5m
・中層：海面下5m
・底層：海底上1m

年4回(四季を基本とする) 水生植物
･植物プランクトン

種別個体数、湿重量 羽田周辺海域7地点
【調査層】
・表層：海面下0.5m
・中層：海面下5m
・底層：海底上1m

年4回(四季に実施する)

水生植物
・付着植物

種別個体数、湿重量 ・事業実施海域周辺2点 年4回(四季を基本とする) 水生植物
･付着植物

種別個体数、湿重量 羽田周辺海域1地点 年4回(四季に実施する)

陸生植物
・塩沼植物群落

種の確認 多摩川河口域周辺（河口干潟
中心）

年4回(四季を基本とする) 陸生植物
･塩沼植物群落等

生育種の確認 多摩川河口干潟 年3回（春季、夏季、秋季に実
施する）

－ 濁りの発生する工事期間中に
適宜実施

－ 供用後の適切な時期に必要に
応じて実施

多摩川河口干潟生
態系調査
（底質、地形、水生
動物、陸生動物、水
生植物、陸生植物
等）

種別個体数、細胞数、湿重
量、横断測量、種の確認

多摩川河口域周辺（河口干潟
中心）

四季を基本として生物の生息
状況等を考慮して実施

多摩川河口干潟生
態系調査
（水質､底質、地形、
水生動物、陸生動
物、陸生植物等）

生息場の状況（水質、底質、地
形の状況）、種別個体数、細胞
数、湿重量、種の確認等（陸生
植物については塩沼植物群落
等の調査に兼ねる）

多摩川河口干潟 年4回（四季を基本として実施
する。ただし、陸生動物、陸生
植物は春季、夏季、秋季の三
季に実施する。）

－ 濁りの発生する工事期間中に
適宜実施

－ 供用後の適切な時期に必要に
応じて実施

－ － － － 水温、塩分、透明度、pH、濁
度、DO、クロロフィルa
＜現地調査（機器観測）＞

桟橋構造部3地点
・鉛直測定

－ － － － 塩分、SS、VSS、ｐH、DO、
COD、n-ヘキサン抽出物質、
栄養塩類(T-N、T-P)、クロロ
フィルa
＜室内分析（採水）＞

桟橋構造部3地点
【調査層】
・表層（海面下0.5m）
・中層（全水深の1/2）
・底層（海底上1m）

－ － － － 泥の外観、泥色、泥温、臭気、
外観、混入物の有無
＜現地調査（目視観察）＞

－ － － － 粒度組成、COD、強熱減量、
全硫化物、T-N、T-P
＜室内分析（採泥）＞

－ － － － － 生息・生育状況
（写真撮影・ﾋﾞﾃﾞｵ撮影）

桟橋構造部鋼管杭3本
【調査層】
・表層（海面下0.5m）
・中層（全水深の1/2）
・底層（海底上1m）

杭周辺海底面の状況
把握を含む。

堆積状況
（目視確認）

桟橋構造部鋼管杭直下3地点

－ － － － － 照度 水中照度（機器観測） 桟橋構造部3地点
【調査層】
・表層（海面下0.5m）
・中層（全水深の1/2）
・底層（海底上1m）

年1回（初年度のみ）
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付着生物 年4回（四季に実施する）

生態系

年4回（四季に実施する）底質

年4回(四季に実施する)

桟橋構造鋼管杭直下3地点
・表層泥

水質－ －

－

暗環境

生態系

環境監視項目 環境監視項目

環境保全措置の実施状況 環境保全措置の実施状況

動物

環境保全措置の実施状況

植物

環境保全措置の実施状況

環境保全措置の実施状況 環境保全措置の実施状況

植物

工　　事　　中 存　在　・　供　用　時　（案）

動物



調査項目 調査地点 調査頻度 備考 調査項目 調査地点 調査頻度 備考
－ － － 眺望景観 羽田周辺の主要眺望点9点

（環境影響評価実施時の予測
地点）

飛行場施設の完成後に1回実
施
（眺望が良くなる秋季、冬季の
いずれかに実施する）

－ － － 環境保全措置の実施状況 － 必要に応じて実施

－ － － 施設の状況（景観変化、騒音
の状況、水域施設の変化等）

利用者の状況等 ・事業実施海域周辺5点（地
区）
（浮島つり園･浮島町公園、多
摩川河口、城南島海浜公園、
若洲海浜公園、葛西海浜公園
の5地区とする）

年2回（調査対象施設の利用
状況が最も多い春季から秋季
のうち、工事の実施状況に応
じて実施する）

利用者の状況

環境保全措置の実施状況 － 濁りと悪臭の発生する工事期
間中に適宜実施

環境保全措置の実施状況 － 必要に応じて実施

－ － － 一般廃棄物量、産業廃棄物量

－ － － 《予測条件項目》
刈草の場内焼却量と場外焼却
量の比率、資源ごみ回収率、
粗大ごみ回収率･再利用率、
産業廃棄物回収率

環境保全措置の実施状況 － 年4回 環境保全措置の実施状況 － 必要に応じて実施

－ － － 二酸化炭素、メタン、一酸化二
窒素の排出量

－ － － 《予測条件項目》
航空機の活動量、空港サービ
ス車両の活動量、空港施設の
活動量、空港内走行車両の活
動量、空港関連船舶の活動量

環境保全措置の実施状況 － 年4回 環境保全措置の実施状況 － 必要に応じて実施

21

景観

温室効果ガス等 飛行場施設及び航空機
（排出業者への聞き取り）

人と自然との触れ合いの活動
の場

人と自然との触れ合いの活動
の場

廃棄物等

温室効果ガス等

飛行場施設が完成し、航空機
の運航による影響が最も大き
くなる時期に年2回実施
（調査対象の利用状況が最も
多くなる春季から秋季に実施
する）

廃棄物等 飛行場施設及び航空機
（排出業者への聞き取り）

羽田周辺5点（地区）
（浮島つり園・浮島町公園、多
摩川河口、城南島海浜公園、
若洲海浜公園、葛西海浜公園
の5地区とする）

環境監視項目

－

飛行場施設の利用が最も大き
くなる時期（予測時期）の1年間

飛行場施設の利用が最も大き
くなる時期（予測時期）の1年間

工　　事　　中 存　在　・　供　用　時　（案）

環境監視項目



３－４ 評価・解析と対策 ３－４ 評価・解析と対策

大気質

二酸化窒素

二酸化窒素に係る環境基準（昭和53年環境庁告示第38号）の達成と

維持に支障を及ぼさないこと。

（1時間値の1日平均値が0.04ppmから0.06ppmまでのゾーン内又はそ

れ以下。）

監視項目

二酸化硫黄
浮遊粒子状物質

二酸化窒素

   環境監視調査の結果については、表 3-4-1に示す環境管理目標との比較検討及び環境保全措置

の実施状況の確認により環境保全上の問題の有無について評価を行う。

   この結果、飛行場施設の存在及び供用、航空機の運航等に起因して環境保全上問題があると認

められる場合には、適切な対策を講じる。
表3-4-1　　環境管理目標

道路交通振動の要請限度（振動規制法規則第12条）の達成と維持に

支障を及ぼさないこと。

【羽田五丁目3番及び東海三丁目1番（二種区域）：昼間（8～20時）

70dB以下、夜間（20～8時） 65dB以下】

存　在　・　供　用　時（案）

環境影響評価実施時の存在・供用時の予測結果と比較して、著しく予
測値を上回らないこと

「航空機騒音に係る環境基準（昭和48年12月環境庁告示第154号）」
の達成と維持に支障を及ぼさないこと。
【地域類型Ⅰ(大田区、品川区の一部、千葉県木更津市、君津市の一
部）：WECPNL70以下）
地域類型Ⅱ(大田区、品川区の一部、千葉県木更津市、君津市の一
部、それぞれ地域類型Ⅰの区域を除く）：WECPNL75以下）
地域類型指定なし(川崎市川崎区、江東区、江戸川区、千葉県木更津
市、君津市を除く各関係市)：WECPNL70以下（地域の類型が指定され
ていない場合、基準値はないが、専ら住居の用に供されている地域に
ついて地域類型Ⅰ相当の値で設定）】

騒音

大気質汚染に係る環境基準（昭和48年環境庁告示第25号）の達成と

維持に支障を及ぼさないこと。

（二酸化硫黄：1時間値の１日平均値が0.04ppm以下であり、かつ、1時

間値が0.1ppm以下。）

（浮遊粒子状物質：1時間値の1日平均値が0.10㎎/㎥以下であり、か

つ、1時間値が0.20㎎/㎥以下。）

道路交通騒音

工　　事　　中

悪臭
流況
水質［pH、DO、COD、n-
       ヘキサン抽出物質、
       栄養塩類（T-N、T-P）
       健康項目（23項目）］
底質
海岸地形
動物
植物
生態系
人と自然との触れ合いの活動の場

工事前調査結果と比較して著しい変化が無いこと

水質 濁度（SS）
各評価点におけるSS換算値とBG監視点におけるSS換算値の平均値
の差が10mg/L以下であること。

騒音に係る環境基準（平成10年環境庁告示第64号）の達成と維持に

支障を及ぼさないこと。

【羽田五丁目3番及び東海三丁目1番（幹線交通を担う道路）：昼間（6

～22時）70dB以下、夜間（22～6時） 65dB以下

羽田三丁目3番（弁天橋通り）：昼間（6～22時）65dB以下、夜間（22～6

時） 60dB以下】

騒音

大気質

環境管理目標監視項目

   環境監視結果は、表3-4-1に示す環境管理目標及び環境保全措置の実施状況により、環境保全
上の問題の有無を評価する。
   この結果、当該工事に起因して環境保全上問題があると認められる場合には、適切な対策を講じ
る。

振動 道路交通振動

なお、現況において環境基準等が達成されていない項目については、本事業による影響を低減する
よう努める。

「二酸化窒素に係る環境基準（昭和53年7月環境庁告示第38号）」の
達成と維持に支障を及ぼさないこと。
（1時間値の1日平均値が0.04ppmから0.06ppmまでのゾーン内又はそ
れ以下）

光化学オキシダント
「大気汚染に係る環境基準（昭和48年5月環境庁告示第25号）」の達
成と維持に支障を及ぼさないこと。
（1時間値が0.06ppm以下）

道路交通騒音

表 3-4-1(1)　　環境監視項目における環境管理目標
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「騒音に係る環境基準（平成10年9月環境庁告示第64号）」の達成と維
持に支障を及ぼさないこと。
【幹線交通を担う道路に近接する空間（羽田五丁目3番(環状8号線)及
び東海三丁目1番(国道357号･首都高速湾岸線)）：昼間(6～22時)
70dB以下、夜間(22～6時) 65dB以下）
羽田三丁目3番(弁天橋通り：昼間(6～22時) 65dB以下、夜間(22～6
時) 60dB以下】

浮遊粒子状物質

「大気質汚染に係る環境基準（昭和48年5月環境庁告示第25号）」の
達成と維持に支障を及ぼさないこと。
（1時間値の1日平均値が0.10㎎/㎥以下であり、かつ、1時間値が0.20
㎎/㎥以下）

環境管理目標

航空機騒音

　 低周波音



工　　事　　中 存　在　・　供　用　時（案）

廃棄物等

pH、DO、n-ヘキサン抽出
物質、全亜鉛、健康項目等

・環境影響評価実施時の現況把握調査結果と比較して著しい変化が
みられないこと
・健康項目、全亜鉛については「水質汚濁に係る環境基準について
（昭和46年環境庁告示第59号）」の達成と維持に支障を及ぼさないこ
と

環境影響評価実施時の現況把握調査結果と比較して著しい変化が
みられないこと

動物、植物、生態系、暗環境

底質
環境影響評価実施時の現況把握調査結果と比較して著しい変化が
みられないこと

海岸地形

環境影響評価実施時の存在・供用時の予測結果と比較して、著しく予
測値を上回らないこと

なお、現況において環境基準等が達成されていない項目については、本事業による影響を低減する
よう努める。

環境影響評価実施時の存在・供用時の予測結果と比較して、著しく予
測値を上回らないこと

23

温室効果ガス等

人と自然との触れ合いの活動の場
環境影響評価実施時の現況把握調査結果と比較して著しい変化が
見られないこと

景観

表 3-4-1(2)　　環境監視項目における環境管理目標

水質

監視項目 環境管理目標

COD、T-N、T-P

環境影響評価実施時の存在・供用時の予測結果と比較して著しい変
化が見られないこと

・環境影響評価実施時の存在・供用時の予測結果と比較して著しい
変化がみられないこと
・環境影響評価実施時の現況把握調査結果と比較して著しい変化が
みられないこと

流況

・環境影響評価実施時の存在・供用時の予測結果と比較して著しい
変化がみられないこと
・環境影響評価実施時の現況把握調査結果と比較して著しい変化が
みられないこと

・「水質汚濁に係る環境基準について（昭和46年環境庁告示第59号）」
の達成と維持に支障を及ぼさないこと
・環境影響評価実施時の存在・供用時の予測結果と比較して著しい
変化がみられないこと
・環境影響評価実施時の現況把握調査結果と比較して著しい変化が
みられないこと



第４章　事後調査計画

４－１  事後調査の項目・地域・期間

（１）  事後調査の項目

（２）  事後調査の地域

（３）  事後調査の期間

４－２  調査の考え方

（１）  調査項目

（２）  調査地点

（３）  調査頻度

（４）  調査の方法

工　　事　　中
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 　事後調査の地域については、当該事業の影響が及ぶと予想される範囲を基本とする。

   調査の方法は、電波強度測定器及びモニターを搭載した電波障害測定車両に受信アンテナを

設置し、航空機の飛行による電波障害の状況を測定する。

　 調査項目の選定にあたっては、飛行場施設の存在及び供用、航空機の運航時において想定さ

れる発生源の状況並びに予測評価の結果を踏まえ、電波障害の状況を的確に把握するために

必要な項目とする。 さらに、これらを解析する上で必要となる項目についても選定する。

 　事後調査は、「電波障害」の1項目とする。

存　在　・　供　用　時（案）

   調査地点の設定については、電波の伝搬の特性及び予測評価の結果を踏まえ、影響の程度

が的確に把握できるよう配慮し設定する。

   事後調査の期間は、地上波アナログ放送停波までとする。

   調査頻度については、調査項目の季節変動等の特性、既往の監視事例を参考に予測される

環境負荷の発生状況及び環境影響評価における予測時期等を考慮して設定する。



４－３ 　調査の概要

※ 便数により調査時間を変更する事がある。

４－４ 　評価・解析と対策
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工　　事　　中

調査項目 調査頻度

存　在　・　供　用　時（案）

Ｄ／Ｕ値15 dBを下回らないこと。（Ｄ：希望波、Ｕ：反射波）
なお、フラッター障害の評価基準は1～5の5段階評価であるが、評価境界に幅
があり、Ｄ／Ｕ値が15～20dBが評価4（フラッター障害があるが、気にならない）
と評価3（フラッター障害があるが、邪魔にならない）の間（許容限界）に相当す
る。

電波障害

表 4-4-1　　環境管理目標

電波障害
（アナログ波）

調査地点

調査項目 環境管理目標

表 4-3-1　　事後調査の概要

備考

必要に応じて実施

    事後調査の結果については、表 4-4-1に示す環境管理目標との比較検討及び環境保全措置の

実施状況の確認により環境保全上の問題の有無について評価を行う。

    この結果、飛行場施設の存在及び供用、航空機の運航等に起因して環境保全上問題があると

認められる場合には、適切な対策を講じる。

   事後調査の概要を表 4-3-1に示す。

環境保全措置の実施状況 －

環境監視項目

供用開始後において（かつ
地上波アナログ放送停波
前）、調査地域における障害
の発生が想定される飛行経
路の使用の多い時期とし、測
定時間は、1地点あたり3時
間(※10数機)程度とし、近接
3地点を1地域とする場合は、
1地域1日とする。

フラッター障害

20地域、46地点
（各季節における主要な飛行
経路を考慮し、調査地点を選
定する）

《予測条件項目》
送信所の諸元、受信電界強
度、機材別運航情報

－



工　　　事　　　中 存　　在　　･　　供　　用　　時　（案）

大気質（一般環境大気質）の調査地点

大気質（一般環境大気質）の調査領域
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 大気質 
①大田区東糀谷（一般環境大気測定局） 
②川崎市大師健康ブランチ（一般環境大気測定局） 

①

②

広領域（拡散・反応）226 × 231km

気象、光化学オキシダントの調査領域

予測地域　30 × 40km

窒素酸化物、浮遊粒子状物質の調査領域
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工　　　事　　　中 存　　在　　･　　供　　用　　時　（案）

大気質（一般環境大気質）の調査領域（事業実施区域周辺）
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大気質（一般環境大気質、道路沿道大気質）、騒音（道路沿道騒音、建設作業
騒音）、振動（道路沿道振動）の調査地点

大気質（道路沿道大気質）、騒音（道路交通騒音）の調査地点

工　　　事　　　中 存　　在　　･　　供　　用　　時　（案）

④

①

③②

⑤

事業実施区域　　　　　　　　　主要なアクセス道路

○　大気質（一般環境大気質）
◎　大気質（道路沿道大気質）
◆　騒音（道路交通騒音）
▲　騒音（建設作業騒音）
■　振動（道路交通振動）

　①東海三丁目1番（国道357号・首都高速湾岸線）
　②羽田五丁目3番（環状八号線）
　③羽田五丁目30番
　④羽田三丁目3番（弁天橋通り）※存在供用時も継続する地点
　⑤浮島町12番

 

① 

② 

③ 



工　　　事　　　中
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存　　在　　･　　供　　用　　時　（案）

大気質（道路沿道大気質）の調査地点（気象）
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工　　　事　　　中 存　　在　　･　　供　　用　　時　（案）

騒音（航空機騒音）の調査地点
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低周波音の現地調査地点

工　　　事　　　中 存　　在　　･　　供　　用　　時　（案）



32

削　　除

工　　　事　　　中 存　　在　　･　　供　　用　　時　（案）

悪臭の調査地点
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存在・供用時において実施する調査を見据え、供用前から継続的な調査を実施する項目

流況調査地点

工　　　事　　　中 存　　在　　･　　供　　用　　時　（案）

流況調査地点
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水質(工事の実施に伴い発生する土砂による濁り)調査地点

工　　　事　　　中 存　　在　　･　　供　　用　　時　（案）

削　　除

 



水質調査地点（現地調査）
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工　　　事　　　中 存　　在　　･　　供　　用　　時　（案）

存在・供用時において実施する調査を見据え、供用前から継続的な調査を実施する項目

水質調査地点
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工　　　事　　　中

水質調査地点（既存資料調査）

存　　在　　･　　供　　用　　時　（案）
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底質及び海岸地形調査地点

工　　　事　　　中

底質及び海岸地形調査地点

存　　在　　･　　供　　用　　時　（案）

存在・供用時において実施する調査を見据え、供用前から継続的な調査を実施する項目
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水生動物（動物プランクトン）の調査地点 動物プランクトン調査地点

存　　在　　･　　供　　用　　時　（案）工　　　事　　　中

 



工　　　事　　　中 存　　在　　･　　供　　用　　時　（案）

水生動物（底生生物）の調査地点 底生生物調査地点
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存　　在　　･　　供　　用　　時　（案）工　　　事　　　中

水生動物（魚卵・稚仔魚）の調査地点 魚卵・稚仔魚調査地点
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存　　在　　･　　供　　用　　時　（案）

魚介類調査位置水生動物（魚介類）の調査地点

工　　　事　　　中
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付着動物調査地点水生動物（付着動物）の調査地点

工　　　事　　　中 存　　在　　･　　供　　用　　時　（案）
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存　　在　　･　　供　　用　　時　（案）

陸生動物（鳥類）の調査地点 鳥類調査地点

工　　　事　　　中
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植物プランクトン調査地点

工　　　事　　　中 存　　在　　･　　供　　用　　時　（案）

水生植物（植物プランクトン）の調査地点
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水生植物（付着植物）の調査地点 付着植物調査地点

存　　在　　･　　供　　用　　時　（案）工　　　事　　　中
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存　　在　　･　　供　　用　　時　（案）

陸生植物（塩沼植物群落）の調査地点 塩沼植物群落等調査地点

工　　　事　　　中
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工　　　事　　　中 存　　在　　･　　供　　用　　時　（案）

生態系(多摩川河口干潟)の調査地点 生態系調査地点



48

暗環境調査地点

工　　　事　　　中 存　　在　　･　　供　　用　　時　（案）
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景観の調査位置

工　　　事　　　中 存　　在　　･　　供　　用　　時　（案）



人と自然との触れ合いの活動の場の調査地点
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人と自然との触れ合いの活動の場の調査位置

工　　　事　　　中 存　　在　　･　　供　　用　　時　（案）
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電波障害の現地調査地点

工　　　事　　　中 存　　在　　･　　供　　用　　時　（案）




